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問　　題

平成 29 年 3 月に新学習指導要領が告示され，学校教育現場では，「より良い学校教育を通じてよ
りよい社会を創る」という目標を学校と社会が共有し，連携・協働しながら，新しい時代に求めら
れる資質・能力を子どもたちに育む「社会に開かれた教育課程」の実現を目指し，各学校において
は教育課程を軸に学校教育の改善・充実を生み出すカリキュラム・マネジメントの実現が求められ
ている。
また，こうした理念を達成するために，すでに「チームとしての学校」へ学校組織観の転換を図
ることが，平成 27 年 12 月 21 日の 3 つの答申̶「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学
校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について」，「チームとしての学校の在り方と今後
の改善方策について」，「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学び合い，高
め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～」と，平成 28 年 1 月 25 日公表の「次世代の学校・
地域」創生プランにおいて，提言されている。
こうした時代の要請の中で「チーム学校」に期待されていることとしては，1 点目として，学校

は「社会に開かれた教育課程」を目指し，未来を託す子どもたちの資質能力を育成すること，2 点
目として，複雑化・多様化した多くの課題を，専門家の導入や地域との協働により課題解決すること，
3 点目として教員の専門性を明らかにし，教員の働き方改革を進めるということ，そして 4 点目と
して学校組織運営の核となる校長などのマネジメント力が挙げられる。
そこで，本研究ではこうした学校教育改革を背景に「チーム学校」を進めるにはどのような可能
性や課題があるかを見出すために，まず初めに「チーム学校」関連の先行研究文献を眺望し，課題
を次の 6 区分に整理した（溝部・梶田・財津・酒井・斉藤，2018a）。そのうえで，実際の教育現
場の教職員が学校のチーム化についてどのような意識を持っているか，小学校教職員に質問紙調査
を行い，分析・考察してきた（溝部・梶田・石井・酒井・財津・斉藤・道法，2018b）。
課題の区分 1 は，「教員の専門性」の明確化である。「教員の専門性」を明確にし教員が専門性を
より発揮する必要性を論じた論考（津田，2017；渡津，2017；横山，2016），他業種による協働
の文化を取り入れなければ課題に対応できない状況や「民間人校長」登用・特別免許状制度等がも
たらす免許状主義の後退などを踏まえて，新たな「教員の専門性」を教員自身と研究者がともに立
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論しなくてはならないこと（山崎・田崎，2017；榊原，2016；辻野・榊原，2016）などである。
課題の区分 2 は，チームとしての連携・協働の在り方である。適切な「協働」の考え方に立ち，

職務の協働化，統制化を共在させ，教員の思いの「見える化」と「共有」が必要であること（片
山・角田・小松，2017a；鈴木，2017；佐古，2006；藤田・一ツ田・岡・赤松・林・武田・井川，
2017；油井原，2016），さらに教職員以外の職や非正規雇用者の待遇を視野に入れた学校組織論
の養成（チームマネジメント）や職員会議の構成員の検討，校長の立場と職員会議の位置づけの明
確化を課題としている（横山，2016；加藤，2016；渡津，2017）。
課題の区分 3 は，学校マネジメントである。校長等管理職のリーダーシップの養成とマネジメ
ント能力のある管理職の登用が必要であること（津田，2017；渡津，2017；貞弘，20 16；黒川，
2017；後藤．2016；江添，2016）などである。
課題の区分 4 は，業務改善・勤務時間の適正化である。組織の変容には連携調整的な業務の増加
にともない一定程度の時間とエネルギーがいるため業務の見直しが必要であること（横山，2016；
油井原，2016；貞広，2016；黒川，2017），ライフ・ワーク・バランスの取れた勤務環境を整え
る業務改善・適正な勤務時間管理が必要（貞広，2016）などである。
課題の区分 5 は，人材育成・人材確保である。専門スタッフ（心理，福祉，部活動，特別支援教育，
地域連携等）として参加する専門家の数や人材の質も危惧されている現状があり（中村・木村・瀧野・
岩切・一谷，2017；岩永，2016），学校文化を理解し教育現場で活動できる専門家の養成が必要
であること（小林，2017）や，教員については養成課程で協力・連携・協働のための基礎的な資
質能力を修得する教育の位置づけ（渡津，2017）が課題であるとしている。
課題の区分 6 は，経費・予算である。教員定数の改善による適切な教員の人員配置，および複

数種の専門スタッフ・職員の適切な配置を行い（黒川，2017），全職員への給与や労働時間等に係
る適切な処遇を行う（渡津，2017）ための継続的・安定的な条件整備が重要であること（江添，
2016；横山，2016；油井原，2016；貞広，2016）があげられる。
こうした課題を整理したうえで実施した小学校教職員対象調査で顕著だった結果としては，「チー

ム学校の答申をどの程度知っているか」の質問に対し，「知っている」が 3 割程度と認知度が低い
こと，また「チーム学校」に期待できない理由として「専門スタッフの指導と教員の指導が異なる
ことがある」「専門スタッフと教員の協議する時間が取りにくい」「専門スタッフとの協議時間が，
かえって仕事を多忙化する」「協働すべきところと分担すべきところの職務内容を整理しにくい」
という意見が多い一方で，18 項目すべての教育上の課題に対し「チーム学校」への期待度平均値
は高かったという実態があった。
そこで本稿では，生徒指導的な教育課題が小学校よりも多いとされている中学校の教職員を対象

に，同様の質問紙調査を実施し分析した上で，小学校での調査結果と比較検討し，義務教育の現場
では「チーム学校」の在り方について，どのような可能性や課題があると考えているかを明らかに
する。

方　　法

調査対象者

調査対象者は，H 市内 8 区それぞれからランダムに選択した公立中学校 8 校の教職員 216 名（男
性 106 名，女性 102 名，無回答者 8 名）であった。回答者の年齢は，20 代 49 名（23.6％），30
代 44 名（21.2％），40 代 26 名（12.5％），50 代 78 名（37.5％），60 代 11 名（5.3％），無回答
者 8 名であった。また職種については，校長 6 名（2.9％），教頭 2 名（1％），主幹教諭 4 名（1.9％），
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教諭 162 名（77.9％），養護・栄養教諭 4 名（1.9％），その他 30 名（14.4％）であった。
手続

8 校の教職員【216 名】を調査対象者として，質問紙調査を実施した。質問紙調査の実施は，「こ
の調査は統計をとる目的だけに使われるものです。それ以外の目的に使われることはありませんの
で，ありのままご記入ください。」との教示文を付して，留置調査法で実施した。
質問紙の構成

1．中央教育審議会『チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）』（以下：中
教審『チーム学校』答申）について聞いたことがあるか：①はい　②いいえ

2．中教審『チーム学校』答申の内容を知っているか：①よく知っている　②少し知っている　③
どちらでもない　④あまり知らない　⑤全く知らない　の 5 項目のうち，1 つを選択。

3．「チーム学校」という呼び名は，あなたの学校で使うことがあるか：①はい　②いいえ
4．「チーム学校」のイメージについて：各項目を 5 件法で評定させた。
①やる気が出る～やる気が出ない　②元気が出る～元気が出ない　③仲間意識が生まれる～仲間
意識は生まれない　④仕事が楽しくなる～仕事がつまらなくなる　⑤仕事が楽になる～仕事が大
変になる　⑥人間関係が広がる～人間関係が狭まる　⑦人間関係が円滑になる～人間関係が面倒
になる　⑧仕事が軽減する～仕事が増加する　⑨安心する～不安になる

5．「チーム学校」組織の希望構成メンバー：希望する職種を下記の職種から希望順に 5 つ回答させ
た。① SC（スクールカウンセラー）　② SSW（スクールソーシャルワーカー）　③部活動支援員     
④学習指導支援者　⑤特別支援教育支援員　⑥ ICT 支援員　⑦学校司書　⑧英語指導人材　⑨
医療的ケアを行う看護師　⑩地域と学校のコーディネーター　⑪ ST（言語聴覚士）　⑫ OT（作
業療法士）　⑬ PT（理学療法士）　⑭就職支援コーディネーター　⑮生徒指導支援員

6．設問 5 の項目①～⑮以外に希望する職種：空欄を設け，自由記入で回答させた。
7．現在の学校の教員だけでは十分に解決することができない教育上の課題とは何だと考えるか：
「1．全く当てはまらない～ 5．当てはまる」の 5 件法で評定させた。①いじめ　②不登校　③暴
力行為　④反社会的行為　⑤虐待　⑥学力向上　⑦障害のある児童／生徒への対応　⑧学力補充     
⑨ ICT 教育　⑩英語指導　⑪個に応じた学習指導　⑫児童／生徒の悩みへの対応　⑬帰国・外
国人児童／生徒への指導　⑭部活動への指導　⑮放課後対策　⑯保護者対応　⑰学校事故や学校
安全対策　⑱地域との連携・協働　⑲非行（家出・怠学等）⑳ネットトラブル　㉑その他

8．「チーム学校」は，それぞれの教育上の課題に対してどの程度効果が期待できると考えるか：「1．
全く期待できない～ 5．とても期待できる」の 5 件法で評定させた。項目①～㉑は設問 7 と同じ。

9．「チーム学校」の効果が期待できると考える理由は何か：項目①～⑪の中から 5 つ選び回答さ
せた。①専門スタッフによる指導や対応ができる　②教員が専門スタッフから学ぶことができる     
③教員の業務が軽減できる　④教員の心理的負担が軽減できる　⑤教員の勤務時間が適正化する     
⑥教員の仕事が明確化する　⑦教員にゆとりができる　⑧保護者への対応を教員だけで苦慮しな
くてよくなる　⑨児童／生徒は様々な職種の方から指導を受けることができる　⑩児童／生徒は
学校内において，担任以外の大人と触れ合うことができる　⑪その他

10．「チーム学校」の効果が期待できないと考える理由は何か：項目①～⑪の中から 5 つ選び回答
させた。①専門スタッフの指導と教員の指導が異なることがある　②専門スタッフと教員の関
係がうまくいかないことがある　③専門スタッフと教員の協議する時間がとりにくい　④専門ス
タッフと教員の協議するための時間が，かえって教員を多忙化させる　⑤協働すべきところと分
担すべきところの職務内容を整理しにくい　⑥課題解決の責任の所在が明確になりにくい　⑦管
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理職が行う組織マネジメントが難しいのではないか　⑧複数の指導者から指導を受ける児童／生
徒が混乱するのではないか　⑨複数の指導者から指導を受ける保護者が混乱するのではないか     
⑩保護者や児童／生徒にとって相談窓口がどこかわかりにくい　⑪その他

11．「チーム学校」の「連携・分担」について，効果を上げるためにはどのような「連携・分担」
の仕方がよいと考えるか：項目①～⑧の中から 4 つ選び回答させた。①教員間の定期的な児童／
生徒の情報交換及び協議　②教員間の課題対応に関する情報交換及び協議　③教員間の指導方法
の情報交換及び協議　④「チーム学校」の組織内の定期的な情報交換及び協議　⑤「チーム学校」
内の課題対応に関する情報交換及び協議　⑥「チーム学校」内のそれぞれの役割分担の確認　⑦
「チーム学校」内のそれぞれの専門性の研修・向上　⑧その他

12．「チーム学校」の組織の形態について，効果を上げるためにはどのような形態がよいと考えるか：
項目①～⑦の中から 4 つ選び回答させた。①教員を中心に，専門スタッフや支援人材との協働体
制を明確化する　②教員の仕事と専門スタッフの仕事を分業化する　③教員の責任分野と専門ス
タッフの責任分野を明確化する　④新たに「チーム学校」での教員の仕事を明確化し，広く周知
させる　⑤組織マネジメントを担う職種の明確化と人材登用　⑥「チーム学校」全体の組織の明
確化　⑦その他

13．学校の教員の専門性（本来の業務）とは何だと考えるか：複数回答可①学習指導　②生徒指導
③進路指導　④学校行事・体験活動　⑤授業準備・教材研究　⑥学年・学級経営　⑦校務分掌や
校内委員会等に係る事務　⑧教務事務（学習評価など）　⑨カウンセリング（教育相談）⑩部活
動指導　⑪外国語指導　⑫キャリア教育（職場体験）　⑬地域との連携推進　⑭保護者対応　⑮
事務業務　⑯学校図書館業務　⑰ ICT 活用支援業務　⑱指導補助業務　⑲教科経営　⑳その他

14．「チーム学校」を成功させるためには何が必要だと考えるか：複数回答可①教育目標（到達目標）
の設定　②協働プロセスの設計　③人間関係づくり　④ネットワークづくり　⑤各職種の自律性     
⑥各職種の専門性　⑦思いの共有化　⑧保護者・地域への周知　⑨教員の意識改革　⑩教員の専
門性の醸成　⑪その他

15．回答者属性（年齢・性別・職種・担当学年）

結　　果

1．分析方法

本研究の主たる目的は，学校におけるチーム化について，教育現場では，チーム化にどのような
可能性や課題があると考えているかについて，中学校の教職員に質問紙調査を行い，今後の可能性
と課題を明らかにすることであった。分析ソフトとして SPSS（Version25）を用いた。
小学校の教職員と中学校の教職員の意識調査において，小学校の回答については，『「チーム学校」

に向けた今後の可能性と課題（Ⅱ）～教育現場の質問紙調査から一考察～』（溝部他，2017b）で
調査したものを用いる。

2．　中教審答申「チーム学校」の内容認知度および構成メンバー希望度

（1）答申の内容認知度：答申について，「内容を知っているか」の問いに対し，図 1 に示した通
りであった。回答者 214 名（無回答 2 名）のうち，「よく知っている」「少し知っている」が 52 名，
「どちらでもない」「あまり知らない」「全く知らない」が 162 名で，「知っている」と「知らない・
どちらでもない」との間でχ2 検定を行った。その結果，「知らない・どちらでもない」の方が，「知っ
ている」より多かった（χ2 ＝ 56.54, df ＝ 1, p ＜ .01）。また，小学校と中学校を比較すると，「全
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く知らない」と回答した割合が小学校は 37.4％，中学校が 51.9％であった。
（2）「チーム学校」の呼び名使用度：「チーム学校」という呼び名を「使っているか」の問いに対
し，図 2 に示す通り「はい」が 215 名中 73 名，「いいえ」が 142 名であった。χ2 検定の結果，「い
いえ」が多かった（χ2 ＝ 22.14, df ＝ 1, p ＜ .01）。

（3）「チーム学校」構成メンバー希望度：構成メンバーとして 15 職種を挙げ，希望順に 5 位ま
で選択されたものを個人毎に数量化し，平均値・標準偏差値を出した。その結果，希望順に整理す
ると 1 位 SC（スクールカウンセラー）　2 位 SSW（スクールソーシャルワーカー）　3 位学習指導
支援者　4 位特別支援教育支援員　5 位部活動支援員となっている。
選択肢としてあげた 15 職種以外で希望する職種を自由記述で尋ねたところ，弁護士，学校業務員，

警察官の専門的な仕事が挙げられていた。
また，希望する職種について小学校と中学校を比較するために一元配置分散分析を行ったところ，

6 項目が有意であった。結果を表 1 に示す。中学校が小学校より希望度が高い項目は③部活動支援
員であった。小学校が中学校より希望度が高い項目は他の 5 項目であった。

表 1　希望する「チーム学校」構成メンバーについて校種別の平均値・標準偏差値

小学校 中学校
平均 標準偏差 平均 標準偏差 F 値

① SC 3.48 （1.65） 3.79 （1.72） n.s.

② SSW 2.46 （1.76） 2.01 （1.79） 4.38*

③部活動支援員 0.14 （0.55） 1.60 （1.97） 53.99**

④学習指導支援者 2.85 （1.82） 1.88 （1.72） 20.50**

⑤特別支援教育支援員 2.42 （1.90） 1.65 （1.66） 13.29**

⑥ ICT支援員 1.16 （1.57） 0.41 （1.01） 25.64**

⑦学校司書 0.38 （0.86） 0.34 （0.94） n.s.

⑧英語指導人材 0.73 （1.09） 0.14 （0.65） 34.74**

⑨医療的ケアを行う看護師 0.24 （0.84） 0.14 （0.55） n.s.

⑩地域と学校のコーディネーター 0.54 （1.00） 0.81 （1.30） n.s.

⑪ ST 0.13 （0.64） 0.07 （0.47） n.s.

⑫ OT 0.12 （0.60） 0.09 （0.44） n.s.

⑬ PT 0.09 （0.46） 0.06 （0.29） n.s.

⑭就職支援コーディネーター 0.00 （0.00） 0.05 （0.44） n.s.

⑮生徒指導支援員 - - 1.44 （1.69） -

注 1）**：p ＜ .01，*：p ＜ .05
注 2）⑮生徒指導支援員は中学校対象のアンケートのみの設置項目

図 1　答申「チーム学校」内容認知度（中学校） 図 2　「チーム学校」呼び名使用度（中学校）
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3．学校の教員だけでは解決することのできない教育上の課題認知度：学校の教育課題①から⑳に
ついて，現在の教員だけではどの程度解決ができないのか，あるいは解決できるのかについて，5
件法で回答を得た。表 2 に示しているとおり，「解決できない」に「当てはまる」とした項目は，
20 項目中 10 項目において，平均値 4 以上で課題認知度が高い。10 項目は，平均値の高い順に，
⑤虐待　⑳ネットトラブル　②不登校　⑲非行　④反社会的行為　⑬帰国・外国人児童／生徒への
指導　①いじめ　⑦障害のある児童／生徒への対応　③暴力行為　⑪個に応じた学習指導であっ
た。他の 10 項目においても，平均値は 3.46 以上であった。

表 2　教育上の課題認知について調査対象者全体と年代別の平均値・標準偏差値（中学校）

年代
全体 20代 30代 40代 50・60代 F 値 年代間の差

①いじめ 4.14
（0.94）

3.92
（1.08）

4.05
（0.94）

4.04
（1.17）

4.33
（0.77） n.s.

②不登校 4.55
（0.69）

4.47
（0.77）

4.59
（0.73）

4.46
（0.76）

4.60
（0.60） n.s.

③暴力行為 4.10
（0.95）

3.96
（1.02）

3.89
（1.04）

4.32
（0.95）

4.22
（0.86） n.s.

④反社会的行為 4.31
（0.91）

4.10
（1.07）

4.14
（1.00）

4.32
（0.90）

4.50
（0.74） 2.70*

⑤虐待 4.65
（0.73）

4.43
（0.94）

4.66
（0.81）

4.72
（0.68）

4.75
（0.55） n.s.

⑥学力向上 3.59
（1.14）

3.37
（1.18）

3.50
（1.23）

3.56
（1.12）

3.75
（1.06） n.s.

⑦障害のある児童／生徒への対応 4.13
（0.93）

3.88
（1.09）

4.16
（0.83）

4.35
（0.80）

4.18
（0.92） n.s.

⑧学力補充 3.75
（1.16）

3.76
（1.18）

3.55
（1.37）

3.64
（0.99）

3.88
（1.08） n.s.

⑨ ICT教育 3.64
（1.03）

3.41
（1.08）

3.43
（1.02）

3.44
（1.00）

3.90
（0.97） 3.69* 20代＜ 50・60代

⑩英語指導 3.46
（1.07）

3.37
（1.13）

3.32
（1.18）

3.40
（0.82）

3.63
（1.03） n.s.

⑪個に応じた学習指導 4.01
（0.96）

4.04
（0.84）

3.95
（1.08）

3.77
（0.91）

4.11
（0.94） n.s.

⑫児童／生徒の悩みへの対応 3.74
（1.02）

3.60
（1.11）

3.25
（1.10）

3.80
（0.87）

4.05
（0.89） 6.71** 30代＜ 50・60代

⑬帰国・外国人児童／生徒への指導 4.30
（0.91）

4.02
（0.99）

4.23
（0.94）

4.42
（0.81）

4.45
（0.85） 2.65* 20代＜ 50・60代

⑭部活動への指導 3.89
（1.16）

3.86
（1.10）

3.48
（1.42）

4.16
（1.14）

4.01
（1.02） 2.68*

⑮放課後対策 3.94
（0.97）

3.69
（0.96）

3.70
（1.07）

4.00
（1.08）

4.16
（0.86） 3.53* 20代＜ 50・60代

⑯保護者対応 3.69
（1.01）

3.29
（1.06）

3.36
（1.01）

3.76
（0.88）

4.02
（0.91） 8.03** 20代＝ 30代＜ 50・60代

⑰学校事故や学校安全対策 3.80
（0.98）

3.61
（1.04）

3.41
（0.95）

3.88
（0.88）

4.03
（0.93） 4.88** 30代＜ 50・60代

⑱地域との連携・協働 3.75
（1.01）

3.47
（1.16）

3.57
（0.97）

3.92
（0.86）

3.95
（0.96） 3.23* 20代＜ 50・60代

⑲非行（家出・怠学等） 4.35
（0.83）

4.24
（0.95）

4.25
（0.94）

4.16
（0.94）

4.50
（0.66） n.s.

⑳ネットトラブル 4.58
（0.76）

4.49
（0.94）

4.48
（0.79）

4.38
（0.90）

4.72
（0.58） n.s.

注 1）カッコ内の数字は標準偏差値
注 2）**：p ＜ .01，*：p ＜ .05

また，課題認知度を年代別に比較するため，20 項目それぞれ独立に一元配置分散分析を行っ
た。その結果，④⑨⑫⑬⑭⑮⑯⑰⑱の 9 項目で有意差が見られたため，この 9 項目について
Bonferroni 法による多重比較を行った。結果を表 2 に示す。
表 2 から，⑨⑬⑮⑱の 4 項目については，50・60 代の方が 20 代より「課題である」と認知し
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ていた。⑫⑰については，50・60 代の方が 30 代より「課題である」と認知していた。⑯については，
20 代や 30 代より 50・60 代の方が「課題である」と認知していた。また，⑭と④について，多重
比較においては有意差が見られなかった。
教育上の課題認知に基づき，因子分析（主因子法，バリマックス回転）を行った結果，3 因子構
造が妥当と判断した。因子分析表を表 3 に示す。
表 3 から，第 1 因子は⑧学力補充　⑥学力向上　⑩英語指導　⑦障害のある児童／生徒への対

応     ⑨ ICT 教育　⑪個に応じた学習指導の 6 項目に付加量が高く「資質能力向上」因子とした。
第 2 因子は④反社会的行為　⑤虐待　⑲非行（家出・怠学等）　⑳ネットトラブル　③暴力行為　
②不登校　①いじめ　⑬帰国・外国人児童／生徒への指導の 8 項目に付加量が高く，「生徒指導」
因子とした。第 3 因子は⑭部活動への指導　⑱地域との連携・協働　⑮放課後対策　⑯保護者対応     
⑫児童／生徒の悩みへの対応　⑰学校事故や学校安全対策　の 6 項目に負荷量が高く，「学外支援・
日常業務」因子とした。
表 3 に基づき，因子ごとに項目平均値を下位尺度得点とし，一元配置分散分析を行った。その結
果，課題認知度について第 1 因子「資質能力向上」（X̅ ＝ 3.76）と第 3 因子「学外支援・日常業務」
（X̅ ＝ 3.80）は同程度であり，第 2 因子「生徒指導」（X̅ ＝ 4.38）は第 1 因子・第 3 因子よ
り現在の学校教員だけでは十分に解決できない課題であると認知していることが判明した  
（F（1.83,385.83）＝ 99.73, p ＜ .01）。

表 3　教育上の課題認知についての因子分析表（中学校）

因子負荷量
共通性第１因子 第２因子 第３因子

資質能力向上 生徒指導 学外支援・日常業務
⑧学力補充 .79 .67

⑥学力向上 .78 .68

⑩英語指導 .72 .56

⑦障害のある児童／生徒への対応 .67 .62

⑨ ICT教育 .67 .51

⑪個に応じた学習指導 .63 .46

④反社会的行為 .78 .67

⑤虐待 .75 .58

⑲非行（家出・怠学等） .74 .59

⑳ネットトラブル .63 .45

③暴力行為 .62 .51

②不登校 .49 .33

①いじめ .46 .34

⑬帰国・外国人児童／生徒への指導 .45 .41

⑭部活動への指導 .56 .36

⑱地域との連携・協働 .56 .53

⑮放課後対策 .55 .48

⑯保護者対応 .54 .46

⑫児童／生徒の悩みへの対応 .52 .55

⑰学校事故や学校安全対策 .48 .45

因子寄与 3.94 3.94 2.37

信頼性（α） .89 .86 .83

さらに，小学校と中学校を比較するために一元配置分散分析を行ったところ，有意差が見られた
のは，⑨ ICT 教育（F（1,316）＝ 4.80, p ＜ .05）　⑩英語指導（F（1,317）＝ 29.09, p ＜ .01）   



185

⑮放課後対策（F（1,315）＝ 8.15, p ＜ .01）　⑯保護者対応（F（1,316）＝ 6.44, p ＜ .05）   ⑰
学校事故や学校安全対策（F（1,317）＝ 7.08, p ＜ .01）　⑱地域との連携・協働（F（1,316）＝ 4.44, 
p ＜ .05）の 6 項目であった。6 項目とも小学校の方が中学校より平均値が高く，これらの項目に
おいて小学校の方が中学校より課題認知度が高いといえる。

4．教育上の課題に対する「チーム学校」への効果期待度：学校の教育課題①から⑳に対し，「チー
ム学校」はどの程度効果が期待できるかについて，5 件法で回答を得た。表 4 に示しているとおり，
⑦障害のある児童／生徒への対応の平均値が一番高く 3.85 だった。他の項目の平均値は 3.39 以上
であった。
また，効果期待度を年代別に比較するため 20 項目それぞれ独立に一元配置分散分析を行った。
その結果，③⑥⑧⑨⑩⑪⑫⑭⑮⑯⑰⑳の 12 項目で有意差が見られたため，この 12 項目について
Bonferroni 法による多重比較を行った。結果を表 4 に示す。

表 4　教育上の課題に対する「チーム学校」への効果期待度の全体と年代別平均値・標準偏差値（中学校）

年代
全体 20代 30代 40代 50・60代 F 値 年代間の差

①いじめ 3.75
（0.88）

3.88
（0.78）

3.52
（1.07）

3.75
（0.85）

3.80
（0.84） n.s.

②不登校 3.84
（0.91）

4.00
（0.74）

3.70
（1.05）

3.96
（0.86）

3.81
（0.94） n.s.

③暴力行為 3.67
（0.87）

3.90
（0.80）

3.32
（1.01）

3.75
（0.68）

3.72
（0.86） 3.75** 20代＞ 30代

④反社会的行為 3.63
（0.91）

3.73
（0.91）

3.30
（1.00）

3.67
（0.76）

3.73
（0.90） n.s.

⑤虐待 3.65
（1.10）

3.77
（0.97）

3.30
（1.17）

3.67
（1.13）

3.76
（1.12） n.s.

⑥学力向上 3.70
（0.91）

3.96
（0.71）

3.45
（1.07）

3.42
（0.78）

3.76
（0.94） 3.32* 20代＞ 30代

⑦障害のある児童／生徒への対応 3.85
（0.88）

4.02
（0.88）

3.75
（1.08）

3.64
（0.64）

3.86
（0.84） n.s.

⑧学力補充 3.74
（0.91）

4.08
（0.70）

3.57
（1.07）

3.52
（0.71）

3.71
（0.96） 3.41* 20代＞ 30代

⑨ ICT教育 3.48
（1.01）

3.63
（0.91）

3.14
（1.07）

3.22
（0.90）

3.64
（1.05） 3.33* 30代＜ 50・60代

⑩英語指導 3.39
（0.96）

3.55
（0.94）

3.07
（1.09）

3.29
（0.69）

3.51
（0.97） 2.59*

⑪個に応じた学習指導 3.78
（0.90）

4.10
（0.72）

3.52
（1.05）

3.52
（0.77）

3.79
（0.91） 4.10** 20代＞ 30代＝ 40代

⑫児童／生徒の悩みへの対応 3.71
（0.95）

3.98
（0.83）

3.39
（1.10）

3.67
（0.56）

3.79
（0.96） 3.36* 20代＞ 30代

⑬帰国・外国人児童／生徒への指導 3.82
（0.95）

3.88
（0.81）

3.61
（1.02）

3.56
（0.87）

3.96
（0.98） n.s.

⑭部活動への指導 3.55
（1.10）

3.92
（0.91）

3.00
（1.12）

3.42
（1.02）

3.67
（1.12） 6.42** 20代＝ 50・60代＞ 30代

⑮放課後対策 3.65
（0.95）

4.02
（0.78）

3.32
（1.03）

3.63
（0.71）

3.62
（1.03） 4.39** 20代＞ 30代

⑯保護者対応 3.49
（1.07）

3.73
（1.00）

3.02
（1.15）

3.75
（0.68）

3.52
（1.12） 4.26** 20代＝ 40代＞ 30代

⑰学校事故や学校安全対策 3.60
（0.97）

3.78
（0.96）

3.21
（1.04）

3.71
（0.62）

3.67
（1.00） 3.15* 20代＞ 30代

⑱地域との連携・協働 3.68
（0.95）

3.88
（0.93）

3.41
（1.09）

3.75
（0.74）

3.70
（0.95） n.s.

⑲非行（家出・怠学等） 3.57
（1.00）

3.73
（1.02）

3.27
（1.13）

3.63
（0.77）

3.60
（1.00） n.s.

⑳ネットトラブル 3.48
（1.08）

3.71
（1.02）

3.07
（1.11）

3.60
（0.82）

3.53
（1.13） 3.14* 20代＞ 30代

注 1）カッコ内の数字は標準偏差値
注 2）**：p ＜ .01，*：p ＜ .05
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その結果，③⑥⑧⑫⑮⑰⑳の 7 項目については，20 代の方が 30 代より「効果が期待できる」と
認知していた。⑨については，50・60 代の方が 30 代より「効果が期待できる」と認知していた。
⑪については，20 代の方が 30 代や 40 代より「効果が期待できる」と認知していた。⑭について
は，20 代や 50・60 代の方が 30 代より「効果が期待できる」と認知していた。⑯については，20
代や 40 代の方が 30 代より「効果が期待できる」と認知していた。また，⑩については，多重比
較において有意差が見られなかった。
小学校と中学校を比較するために一元配置分散分析を行ったところ，有意差が見られたのは 10 項目

で，①いじめ（F（1,311）＝ 6.58, p ＜ .05）　②不登校（F（1,312）＝ 5.73, p ＜ .05）　③暴力行為
（F（1,312）＝ 8.98, p ＜ .01）　④反社会的行為（F（1,311）＝ 8.49, p ＜ .01）　⑨ ICT 教育（F（1,310）
＝ 8.03, p ＜ .01）　⑩英語指導（F（1,310）＝ 23.28, p ＜ .01）　⑭部活動への指導（F（1,310）＝ 4.15, 
p ＜ .05）　⑯保護者対応（F（1,310）＝ 9.75, p ＜ .01）　⑰学校事故や学校安全対策（F（1,311）＝ 6.27, 
p ＜ .05）　⑱地域との連携・協働（F（1,311）＝ 6.79, p ＜ .01）であった。10 項目とも小学校の方
が中学校より平均値が高く，これらの項目において小学校の方が中学校より効果期待度が高いといえる。
「チーム学校」の効果期待度の理由として，「期待できる理由」と「期待できない理由」を，それ
ぞれ選択項目を挙げて尋ねた。「期待できる理由」についてχ2 検定の結果，①から⑩の 10 項目中
3 項目を「期待できる理由」としており，③⑤⑥⑦⑧⑩の 6 項目は「期待できる理由」とはしてい
ないことがわかった。「期待できる理由」の 3 項目は，①専門スタッフによる指導や対応ができ
る（χ2 ＝ 40.91, df ＝ 1, p ＜ .01）　②教員が専門スタッフから学ぶことができる（χ2 ＝ 9.80, 
df ＝ 1, p ＜ .01）　④教員の心理的負担が軽減する（χ2 ＝ 8.17, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
一方，「期待できない理由」についてχ2 検定の結果，①から⑩の 10 項目中 3 項目を「期待でき
ない理由」としており，⑥⑦⑧⑨⑩の 5 項目は「期待できない理由」とはしていないことがわかっ
た。「期待できない理由」の 3 項目は，①専門スタッフの指導と教員の指導が異なることがある  
（χ2 ＝ 12.52, df ＝ 1, p ＜ .01）　③専門スタッフと教員の協議する時間がとりにくい（χ2 ＝
37.50, df ＝ 1, p ＜ .01）　④専門スタッフと教員の協議するための時間が，かえって教員を多忙
化させる（χ2 ＝ 40.91, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
また，「期待できる理由」と「期待できない理由」について，小学校と中学校のすべての教職員

を対象に，項目毎にχ2 検定を行った。その結果，「期待できる理由」について①から⑩の 10 項目
中 3 項目を「期待できる理由」としており，③⑤⑥⑦⑩の 5 項目は「期待できる理由」とはしてい
ない。「期待できる理由」の 3 項目は，①専門スタッフによる指導や対応が出来る（χ2 ＝ 86.34, 
df ＝ 1, p ＜ .01）　②教員が専門スタッフから学ぶことが出来る（χ2 ＝ 32.85, df ＝ 1, p ＜ .01）    
④教員の心理的負担が軽減できる（χ2 ＝ 17.42, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
一方，「期待できない理由」については，①から⑩の 10 項目中 4 項目を「期待できない理由」とし

ており，⑥⑦⑧⑨⑩の 5 項目は「期待できない理由」とはしていない。「期待できない理由」の 4 項目は，
①専門スタッフの指導と教員の指導が異なることがある（χ2＝ 23.43, df＝ 1, p＜ .01）　③専門スタッ
フと教員の協議する時間がとりにくい（χ2 ＝ 94.81, df ＝ 1, p ＜ .01）　④専門スタッフと教員の協
議するための時間が，かえって教員を多忙化させる（χ2 ＝ 78.27, df ＝ 1, p ＜ .01）⑤協働すべきと
ころと分担すべきところの職務内容を整理しにくい（χ2 ＝ 10.06, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。

5．効果を上げるための「連携・分担」の在り方及び効果を上げるための「組織の形態」：「チーム学校」
が効果を上げるための「連携・分担」の在り方については，①から⑦の項目において，効果を上げ
る方法として選ばれた項目は，①教員間の定期的な児童／生徒の情報交換及び協議（χ2 ＝ 10.67, 
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df ＝ 1, p ＜ .01）　②教員間の課題対応に関する情報交換及び協議（χ2＝ 11.57, df ＝ 1, p ＜ .01）
　④「チーム学校」の組織内の定期的な情報交換及び協議（χ2 ＝ 6.00, df ＝ 1, p ＜ .01）の 3 項
目であった。また，⑦「チーム学校」内のそれぞれの専門性の研修・向上については，「効果を上げる」
方法とはしていない（χ2 ＝ 35.85, df ＝ 1, p ＜ .01）。
「チーム学校」が効果を上げるための「組織の形態」として選択された項目は，①教員を中心に，
専門スタッフや支援人材との協働体制を明確化する（χ2＝ 42.67, df ＝ 1, p ＜ .01）　④新たに「チー
ム学校」での教員の仕事を明確化し，広く周知する（χ2 ＝ 14.52, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。

6．中学校教員の専門性「本来の業務」：教員の本来の業務について，①から⑲まで示した業務か
ら複数回答可で尋ねた。図 3 に項目毎の選択された割合を示す。また，項目毎にχ2 検定を行った。
その結果，「本来の業務」として選択されたのは 6 項目で，①学習指導（χ2＝ 174.24, df ＝ 1, p ＜ .01）    
②生徒指導（χ2 ＝ 68.91, df ＝ 1, p ＜ .01）　③進路指導（χ2 ＝ 14.52, df ＝ 1, p ＜ .01）　④学
校行事・体験活動（χ2 ＝ 10.67, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑤授業準備・教材研究（χ2 ＝ 68.91, df ＝ 1, 
p ＜ .01）　⑥学年・学級経営（χ2 ＝ 42.67, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
一方，「本来の業務」と選択されていないのは 12 項目で，⑦校務分掌や校内委員会等に係る事務  

（χ2＝ 20.17, df ＝ 1, p ＜ .01）⑨カウンセリング（教育相談）（χ2＝ 37.50, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑩部活
動指導（χ2＝ 93.35, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑪外国語指導（χ2＝ 146.69, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑫キャリア教
育・職場体験（χ2＝ 90.74, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑬地域との連携推進（χ2＝ 150.00, df＝ 1, p ＜ .01）
⑭保護者対応（χ2＝ 15.57, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑮事務業務（χ2＝ 167.13, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑯学校図
書館業務（χ2＝ 188.91, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑰ ICT活用支援業務（χ2＝ 181.50, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑱
指導補助業務（χ2＝ 185.19, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑲教科経営（χ2＝ 35.85, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。

図 3　中学校教員の専門性【本来の業務】として選択された割合（項目毎）

7．「チーム学校」を成功させるために必要な事項：これから「チーム学校」を成功させるには，何
が必要と考えているかの問いに対し，①から⑩の項目から複数回答可で回答を得た。χ2検定の結果，
有意に必要な事項と選ばれた項目は無く，必要な事項とは考えていない項目が①②④⑤⑥⑦⑧⑨⑩
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の 9 項目であった。
選ばれた割合の高い順に挙げると，図 4 に示す通り③人間関係づくり　④ネットワークづくり     

②協働プロセスの設計　⑦思いの共有化　⑨教員の意識改革と続く。
昨年度の小学校の結果では，①から⑩の該当項目から有意に該当すると選ばれた項目は③人間関

係づくりであった。

図 4　「チーム学校」を成功させるために必要な事項として選択された割合（項目毎）

考　　察

本研究では，学校教育改革を背景に「チーム学校」を進めるにはどのような可能性や課題がある
かを見出すために，まず初めに「チーム学校」関連の先行研究文献を眺望し，課題を整理した（溝
部他，2017a）。そのうえで，実際の教育現場の教職員が学校のチーム化についてどのような意識
を持っているか，小学校教職員に質問紙調査を行い，分析・考察し（溝部他，2017b），さらに本
稿では，生徒指導的な教育課題が小学校よりも多いとされている中学校の教職員を対象に，同様の
質問紙調査を実施し分析した上で，小学校での調査結果と比較検討し，義務教育の現場では「チー
ム学校」の在り方について，どのような可能性や課題があると考えているかを明らかにするところ
にあった。分析結果からの考察を次の 4 点に整理する。

1 点目は，平成 27 年 12 月中央教育審議会答申「チームとしての在り方と今後の改善方策につい
て」を中学校教職員はどの程度認知しているかについてである。
中学校でも，小学校同様「チーム学校」答申の内容認知度は低く，「まったく知らない」と回答

したものは小学校より多く，回答者の半数以上であったことや，呼び名としても約 3 分の 2 の教職
員が使用していないことがわかった。これら教育施策についての情報は研修で得ることが大半であ
り，学習指導要領の改訂と相まって，校内研修会や市教育研究会，教育委員会主催の研修会等が非
常に重要であるが，この時点においても，「チーム学校」等についての研修機会が少ないことが推
察され，教育現場での仕事環境が危惧される。

2 点目は，中学校教員の専門性についてである。中学校教員自身は「本来の業務」についてどの
ように認識しているかを 19 項目の中から複数で回答を得たところ，「本来の業務」として「選択さ
れた」のは，6 項目の業務で順に，「学習指導」は 94.9％，「生徒指導」は 78.2％，「授業準備・教
材研究」も，78.2％，「学年・学級経営」は 72.2％，「進路指導」は 63.0％，「学校行事・体験活動」
は 61.1％の選択であった。また，「本来の業務」として「選択されていない」のは，12 項目で「保
護者対応」「教科経営」「校務分掌や校内委員会等に係る事務」「キャリア教育・職場体験」「カウン
セリング（教育相談）」「地域との連携推進」「外国語指導」「事務業務」「指導補助業務」「部活動指導」
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「学校図書館業務」「ICT 活用支援業務」であった。
このことから中学校教員自身は，6 項目「学習指導」「生徒指導」「授業準備・教材研究」「学年・

学級経営」「進路指導」「学校行事・体験活動」を中心業務としてとらえており，小学校と比較すると，
「進路指導」を重要な業務と考えていることや「生徒指導」への認識度が高いことがわかる。この
ことは，中学校の「チーム学校」を全体としてとらえ「チーム学校」づくりの可能性を考える時，「生
徒指導」が大きく影響してくると考えられる。また，他の業務は「本来の業務」として選択はして
いないが，「業務」の一つとして携わっていることは小学校調査と同様である。
「学校教員の専門性とは何か」は，早急に明確化していく必要があるということが様々な論考で
指摘されているが，文部科学省で「教員の業務」として整理されている 22 項目は，まず児童生徒
にかかわる業務として「朝の業務」「授業」「授業準備」「学習指導」「成績処理」「生徒指導（集団）」「生
徒指導（個別）」「部活動・クラブ活動」「児童会・生徒会指導」「学校行事」「学年・学級経営」，次
に学校の運営にかかわる業務として「学校経営」「会議・打ち合わせ」「事務・報告書作成」「校内研修」，
外部対応として「保護者・PTA 対応」「地域対応」「行政・関係団体対応」，校外として「校務とし
て研修」「会議」，その他として「その他の校務」「休憩・休息」である（文部科学省，2007）。
また，平成 29 年 12 月 22 日中央教育審議会中間まとめ「新しい時代の教育に向けた持続可能な

学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について」によ
ると，学校が抱える課題が複雑化・多様化するにしたがって，おのずと学校の役割は拡大せざるを
得ない状況にあることを論じたうえで，平成 28年度 4月に公表された「教員勤務実態調査（速報値）」
の分析から教員の勤務が看過できない実態であり，是正を図ることが急務であると示されている。
こういう点を踏まえ中央教育審議会においては「学校及び教師が担う業務の明確化・適正化」が検
討されており，これまでが学校・教師が担ってきた代表的な業務の在り方に関する考え方を次のよ
うに整理している。
基本的に学校以外（地方公共団体，教育委員会，保護者，地域ボランティア等）が担うべき業務

として，①登下校に関する対応　②放課後から夜間などにおける見回り，児童生徒が補導された時
の対応　③学校徴収金の徴収・管理　④地域ボランティアとの連絡調整　を挙げている。また，学
校の業務だが必ずしも教師が担う必要のない業務として，⑤調査・統計等への回答等　⑥児童生徒
の休み時間における対応　⑦校内清掃について　⑧部活動について（実施する場合）　としている。
さらに，教師の業務だが負担軽減が可能な業務として，⑨給食時の対応　⑩授業準備　⑪学習評価
や成績処理　⑫学校行事の準備・運営　⑬進路指導　⑭支援が必要な児童生徒・家庭への対応　と
している。これら答申等について学校現場でより理解を深め，現在の学校の実態を解決するために
努力することが「チーム学校」を学校現場で定着させることにつながると考える。

3 点目は，現在の学校教員だけでは十分に解決することのできない教育上の課題についてである。
学校の教育課題を 20 項目例示し，それぞれについて「解決できない」か尋ねたところ，課題認知
度が大変高い 10 項目は「虐待」「ネットトラブル」「不登校」「非行」「反社会的行為」「帰国・外
国人児童生徒への指導」「いじめ」「障害のある生徒への対応」「暴力行為」「個に応じた学習指導」
であり，他の 10 項目すべてにおいても，教員だけで解決できないと考えていることがわかった。
また，教育上の課題認知度は，「資質能力向上」因子とした第 1 因子（「学力補充」「個に応じた

学習指導」「学力向上」「ICT 教育」「英語指導」「障害のある児童への対応」）と，「学外支援・日
常業務」因子とした第 3 因子（「地域との連携・協働」「放課後対策」「部活動への指導」「保護者対応」
「児童生徒への悩みへの対応」「学校事故や学校安全対策」）は同程度の課題認識である一方，「生徒
指導」因子とした第 2 因子（「反社会的行為」「暴力行為」「いじめ」「不登校」「虐待」「非行」「ネッ
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トトラブル」「帰国・外国人児童生徒への対応」）は，現在の教員だけでは，十分に解決できない課
題として認知していることが明らかになった。「生徒指導」因子への強い課題意識は小学校教員の
調査と同じ結果であった。「生徒指導」は重い事案や家庭内への介入が必要な場合など，学校内の
フィールドだけでは解決できないケースが多いことが分かる。しかし，非行，反社会的行為，いじ
め，暴力行為は，当然学校が取り組むべき課題として従来から取り組まれてきた。近年これらの問
題行動の様相が変化し，中学生は体験不足や，人間関係づくり力・危機回避能力・自己コントロー
ル力等の低下が指摘されており，ネット等からの過剰で匿名性の高い大量の情報を恣意的に入手・
発信できる生活環境で生活している。この状況を背景に中学生の問題行動は以前に比べて，加害は
悪質化や過激化の傾向にあり，被害は深刻化し精神的な衝撃の重篤化も進んできている。問題行動
が，少年犯罪の範囲を超えた凶悪性や命の危機に結び付いてしまいやすい危険性の高さ，問題行動
に関わった全員の固い秘匿傾向等が，生徒と教員の日常的なかかわりを主な指導の手立てとしてい
る教員の生徒指導の取り組みの範囲を超える難しい状況を生み出していると考えられる。
さらに，教員の年代別の課題認知度分析から，多くの教育上の課題は 20 代や 30 代の教員より

50・60代の方が課題の認知度が高く，小学校調査と同様の結果であった。50・60代教員は，「重大性」
を「経験知」から認識し，「危機管理意識」が高いことが考えられることと，経験年数が増えるにつれ，
重いケースの児童や保護者を担当することや，学年主任や教務主任などの役職を担っていくためで
あると考えられる。学校の教員だけでは解決することができないと認知している教育上の課題は，
虐待，ネットトラブルに見られるように現在の社会状況を反映している。これらは，学校内だけで
は解決が難しい課題である。このような事例の取り組みこそ，「チーム学校」の出番ではないだろ
うか。家庭，地域，学校との協働，連携による取り組みの可能性をそこに見ることが出来る。

4 点目は，教育上の課題に対する「チーム学校」への効果期待度についてである。
効果期待度は，すべての項目で平均値 4 以下であり，同じ項目群についての課題認知度が 10 項
目で平均値 4 以上であることを考えると，課題認知の大きさに比してチーム学校の効果期待が低い
といえる。「期待できる理由」「期待できない理由」を尋ねた設問では期待できる理由は専門スタッ
フによる指導や対応，教員が専門スタッフから学べることが挙げられ，期待できない理由は専門ス
タッフと教員の指導の食い違い，専門スタッフと教員の協議時間が取れないこと，専門スタッフと
教員の協議の時間確保による多忙化が挙げられている。
生徒指導課題の「不登校」は高い効果期待度を示すが，これは現在配置された SC により教育相

談が行われ，不登校生徒への登校刺激の是非をはじめとした対応全般について，教員と SC との連
携が日常的に行われている実績によると考えられる。次に効果期待度が高い課題は，「障害のある
児童生徒への対応」，「帰国・外国人生徒への対応」，「個に応じた学習指導」，「学力補充」など学習
指導に関わる項目と「いじめ」，「児童生徒の悩み」への対応である。これらの項目は，教育課題の
生起段階から教員が中心となって丁寧に対応することで解消の方向性が見える課題ともとらえるこ
とができる。反対に課題認知度が高い課題で「虐待」，「ネットトラブル」，「非行」，「反社会的行為」
等，家庭との強い連携が必要な課題については効果期待度が低い。
また，20 項目中 7 項目の教育課題について 20 代が 30 代より効果期待度が高いことは，20 代が

「チーム学校」を積極的に受け止めていることが窺がえるとともに，平均値ではあるが 30 代が 17
の項目で他のすべての年代に比べて低い効果期待度であることは 30 代が解決を期待するシステム
や対応策を見いだせないままに教育課題に対応している姿が推察される。さらに，中学校の効果期
待度が小学校よりも低い課題が 9 項目もあることについては，生徒指導面においては課題の深刻度
が中学校において増すことが要因であると考えられる。
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「効果期待度」について，小学校と中学校のすべての教職員を対象に調査を行った結果，「チーム
学校」における専門スタッフへの期待度が高かった。教職員が専門スタッフと組むことで課題解決
するチャンスと捉えているのではないか。また，20 代において効果期待度が高く，積極的に受け
止めていることから，今後の「チーム学校」の可能性を見ることが出来る。
最後に，本稿では「チーム学校」に向けて，中学校教育現場の意識調査を実施し，小学校教職員

（昨年実施）と中学校教職員意識調査の両方から，今後の可能性や課題を明らかにしてきた。次の
3 点にまとめる。①「チーム学校」の認知度が低い。　②今の学校の組織（教職員）だけでは解決
できないと認識する課題は，資質能力向上のための課題，放課後対策や保護者対応等の課題などほ
とんどすべての教育課題であるが，特に生徒指導上の教育課題には強い課題認識を持っている。　
③「チーム学校」の効果期待度は，「不登校」を中心とする生徒指導上の教育課題において期待度
が特に高いが，「帰国・外国人児童／生徒への指導」や「障害のある児童／生徒への対応」も高い。
また，小学校・中学校において「チーム学校」における専門スタッフの配置について連携の不安を
持ちつつも，配置への期待度が高い。
教育現場の教職員は，今の学校組織では教育課題を解決できないと切実に判断している。また，
教員や保護者の間では，教員の多忙化で十分な教育活動が難しくなっているという認識が一致して
おり，教員の増員を求める意見が多数あるという（片山・角田・小松，2017b）。
「チーム学校」の答申では，チーム体制を築くために専門性，協働性，連携性が強調されているが，
日本の教員が授業だけでなく児童生徒をトータルに理解するために「多能性」を有してきたことを
「日本型学校教育」と肯定したうえで，「チーム学校」の具体的な整備をどうするかが今後の喫緊の
課題である。
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